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年収の壁タスクフォース
座長／菊地 唯夫

経済・社会活動の正常化に伴うサービス需要の回復や時給の上昇に伴い、
短時間労働者が税・社会保険の扶養の枠から外れることを忌避して行う就
業調整の時期が早まっている。サービス産業の人手不足が深刻化する中、
10月に開始された新たな支援強化パッケージの評価と中長期的な改革の
方向性について、菊地唯夫座長が語った。

>>委員長メッセージ

多様性を包摂する
「公平・中立・簡素」な
社会保険制度への抜本改革を

第３号被保険者制度が生む
就業調整という「ゆがみ」

本会は７月末に年収の壁タスク
フォース（TF）を立ち上げ議論を開始
しましたが、直後の８月、岸田文雄総
理は「支援強化パッケージ」を10月から
開始すると発表しました。
サービス事業を展開する私も、昨年
夏ごろから問題の深刻さを感じていま
した。人手不足が顕著になり現場と背
景を探ると、社会保険の扶養から外れ
るのを避けるために就業調整をするパー
ト・アルバイトさんが多いと分かりま
した。いわゆる「年収の壁」です。1986年
に当時の働き方・家族形態を前提に設
計された年金制度が維持され、経済・
社会の変化に対応できていないことが
生んだ「ゆがみ」だと思います。

パッケージの改善を続けるとともに
社会保険に加入するメリットを発信

支援強化パッケージは深刻な人手不
足に対応する緊急避難的措置としては
時宜を得ていますが、中長期的な抜本
改革の方向性を示さずに実施すること

は、弥縫策と言わざるを得ません。３
年の期限内にも使い勝手を改善し、実
効性を高め続けることが必要と考えま
す。実際に何社が手を挙げ、どれだけ
第3号被保険者が第2号に移行したの
かなどパッケージの効果を可視化・検証
し、課題を迅速に見直さなくてはなり
ません。手続きのオンライン化の早期
実現や添付書類簡素化も求められます。
同パッケージは一定規模以上の企業
で働き、いわゆる「106万円の壁」に直面
する第３号被保険者には社会保険への
加入を促す一方、中小企業で働き「130
万円の壁」に直面する方には、年収130
万円を超えて働いても社会保険への加
入を免除するという、真逆のメッセー
ジを発信してしまっています。
例えばパッケージの実施と同時に、
猶予期間後は一律に「壁」を大きく引き
下げる旨を伝えていれば、第３号被保
険者やそのご家族もいずれ加入するの
であれば、このタイミングで社会保険
に加入し、壁を気にせず働く意思決定
ができるでしょう。なぜ社会保険に加
入した方が良いのか、そのメリットも
きちんと説明する必要があります。

2019年に公表された年金財政検証に
よれば、マクロ経済スライド終了時の
基礎年金の所得代替率は26.7～21.9％
であり、基礎年金だけでは老後が厳し
いことが明白になっています。そのた
めに今、第２号被保険者となって企業
と折半で保険料を支払い、将来、基礎
年金に加え報酬比例年金を受け取れる
ようにする必要があるのです。
低所得で苦しい生活を送る高齢者を
増やさないためにも、少しずつ適用拡
大を図るだけでなく、年収の壁を大胆
に引き下げ、第３号被保険者から第２
号被保険者への移行を促すべきです。第
１号被保険者も、現在の定額負担は低
所得者にとって負担が大き過ぎるため、
マイナンバーなどを活用して可能な限
り所得を捕捉し、報酬比例の保険料体系
に変えるなどの改革が必要と考えます。

総理直轄の「国民会議」で
抜本改革を強力に推進

政府は所得代替率の見通しや複雑な
社会保障・税制度について、正確で分
かりやすい情報提供をするべきです。
その上でパッケージが終了する３年後、
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今と同じ状況に戻さないために、長期
的な視座に立ち、社会保障、税、雇用・
働き方といった課題について、抜本的
な制度改革の方向性を精力的に議論し
結論を得るとともに、強力に推進、実
行するための、総理直轄の「国民会議」
を速やかに設置すべきと提案します。
少子・高齢化が進む中、構造的な人
手不足は深刻化する一方です。家族形
態や働き方の多様化も進むと思います
が、それ応じて複雑な社会保険制度を
用意するのではなく、簡素な制度で多
様性を包摂し、雇用や働き方をゆがめ
ない制度への抜本改革が必要です。
企業にも果たすべき役割があります。
企業によっては配偶者手当、家族手当
などに年収制限があり、「壁」の効果を
補強してしまうケースもみられます。
第２号被保険者の保険料の半分は、企
業が負担します。働く人が将来安心し
て豊かな生活を送れるように社会保険
への加入を促すことは、「人的資本投資」
の一環ではないでしょうか。私たち経
営者には、より多くの従業員が社会保
険や厚生年金に入れる環境を整えるこ
とが求められています。

経済・社会活動の正常化に伴う対人サービ
ス需要の回復と賃金引き上げの動きに伴い、
短時間労働者の就業調整が早期化している。
サービス産業を中心に人手不足が深刻化し、
需要が顕在化していても、営業時間の限定な
どサービス供給を一部制限せざるを得なくな
りつつある。また2023年度の最低賃金は全

国加重平均で初めて1,000円を超え、さら
なる賃上げは就業調整の一層の早期化と人手
不足の深刻化をもたらすことから、政府は若
い世代の所得向上に向けた取り組みの一環と
して、支援強化パッケージを施行することを
決定した。経済同友会として、同パッケージ
および抜本改革に対する考え方を示す。

Ⅰ．現状認識
●�制度上、年金関連の「壁」は106万円および
130万円だが、日本スーパーマーケット協
会の調査によれば、パートタイム労働者の
８割超が103万円以下に就業調整。社会保
険料負担への忌避感、家庭内に性別による
伝統的な役割分担意識が残っていること、
税と社会保険料を合わせると「壁」が複数あ
るため、制度改正を把握し切れないといっ
た理由が大きく、短時間労働者のみならず
経営者、現場責任者への税・社会保険制度
に関する啓発が極めて重要。
Ⅱ．より正確な情報の提供に向けて
●�報酬比例年金の必要性　政府は基礎年金の
所得代替率の見通しと報酬比例年金の必要
性を平易に説明することで、やみくもな年
金不安を防ぐとともに、社会保険料負担へ
の忌避感を低減すべき。「壁」の引き上げを
提案する声も聞かれるが、報酬比例年金の
加入条件引き上げは、短期的な保険料負担
を回避できる半面、将来、報酬比例年金を
受け取る機会を奪い、低所得の高齢者を増
やすことを意味するため、国として選択す
べきでない。
●�名寄せの必要性　二つ以上の事業所で働く
短時間労働者の場合、通算すれば週の所定
労働時間が20時間以上かつ賃金月額が8.8
万円以上であっても、事業所単位で見てい
ずれかを満たさない場合、健康保険・厚生
年金保険の被保険者になれない。マイナン
バーを徹底的に活用し、週20時間未満・賃
金月額8.8万円未満の労働者についても、
名寄せを柱とした執行の見直しをすべき。
Ⅲ．支援強化パッケージについて 
●�パッケージの評価　就業調整の大きな要因
の一つである社会保険の「壁」を超えるため
の緊急避難策が講じられること自体は時宜
を得ている。一方、３年間の支援強化パッ
ケージはあくまで弥縫策に過ぎず、「年収の
壁」問題の実態と複雑な背景を鑑みれば、
実効性が十分に発揮されるかは不透明。
●�今回の施策はいずれも時限的な措置で、中
長期的な抜本改革の方向性が早期に示され
ない限り、期間終了後には再び就業調整が
始まり人手不足が深刻化する可能性がある。
●�106万円の壁に対する施策は社会保険への

加入を促すものである一方、130万円の壁
については加入を免除する措置であり、
同じタイミングで逆方向のメッセージを発
しているため、中長期的にどちらに向かう
心構えが必要なのか、働く個人にとっても
企業にとっても分かりにくい。

●�複雑な年金制度に関する正確な理解の浸透
や、第３号被保険者の家庭内の性別役割分
担などの意識の変化には時間を要する。３
年間という期限の中で同パッケージの実効
性を徐々に高めていくため、開始にあたっ
ては、パッケージの効果をタイムリーに可
視化・検証するためのデータ収集・分析・公
表の枠組みを整え、施行１年目で明らかに
なった制度上・執行上の課題は２年目以降、
速やかに改善することを徹底すべき。
●�手続きの効率化　キャリアアップ助成金の
社会保険適用時処遇改善コースはスキーム
の内容が複雑であり、短時間労働者と現場
責任者が制度を十分に理解し、個々の事情
を踏まえた判断がしやすいよう丁寧な周知
を期待する。また、キャリアアップ計画の
提出と毎年度の支給申請が求められている
が、過度な事務負担とならないよう手続き
の簡素化を求める。
●�抜本改革に向けて　３年という時間的猶予
を無駄にすることのないよう長期的な視座
に立ち、社会保障、税、雇用・働き方といっ
た多岐にわたる課題について、抜本的な制
度改革の方向性を精力的に議論し結論を得
るための、経済界、労働組合、有識者など
からなる総理トップの新たな国民会議を内
閣官房に設置すべき。
●�家族手当などの見直し　短時間労働者の配
偶者所属企業において家族手当などの支給
基準に配偶者の年収制限があり、こうした
福利厚生がいわゆる「壁」の効果を強めてし
まっている側面もある。近年、手当の見直
しを進めている企業も増えており、引き続
きこうした制度の改善に取り組んでいく。
Ⅳ．抜本的な制度改革について
　意見本文参照

意見のポイント
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意見概要（10月３日発表）

いわゆる「年収の壁」問題への対応について
～支援強化パッケージの評価と社会保険制度の中長期的な改革の方向性～


